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一般社団法人24時間在宅ケア研究会の概要

目的

介護保険事業の夜間対応型訪問介護事業（以下｢本事業｣という。）及び
24時間在宅ケアを推進する事業等（以下「関連事業」という。）の実施事
業者もしくは支援を行う事業者（以下「事業者」という。）による全国にお
ける本事業の普及・拡大を図ること

事業内容

1. 本事業及び関連事業の普及・拡大・調査研究に関する事業

2. 本事業及び関連事業に係る情報の収集及び提供等に関する事業

3. 前各号に掲げる事業に附帯する事業
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定期巡回・随時対応サービスのポイント

3
24時間在宅ケア研究会ホームページよりダウンロードできます。 http://www.24h-care.com/images/jyunkai_p.pdf



4
24時間在宅ケア研究会ホームページよりダウンロードできます。 http://www.24h-care.com/images/jyunkai_p.pdf



5
平成25年度老人保健健康増進等事業『定期巡回・随時対応サービスの質の向上に関する調査研究事業』事例集より一部抜粋
（平成26年3月 一般社団法人２４時間在宅ケア研究会）
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24時間在宅ケア研究会刊行物 http://www.24h-care.com/



さらなる普及や人材不足対策に向けた要望

介護業界は全体的に人材不足が叫ばれている中、定期巡回・随時対応
サービスにおいても同様に十分な人材が確保出来ているとは言えない状況
である。

そこで、現在従事している人材やその他の新たな人材を有効活用すること
で効率的な運営を図り、普及促進するための、基準緩和を求める。

1. 午後６時から午前８時まで認められている兼務要件について、利用者
の処遇に支障が出ない前提において、時間帯の縛りなく、全時間帯に
おいて兼務を認めてもらいたい

2. オペレーターに資格要件が設けられているが、他のサービスに比べ、
資格要件が非常に厳しくなっており、資格要件を緩和してもらいたい

3. 定期巡回・随時対応サービスでは、介護医療連携推進会議の実施や
記録等の公表が求められているが、サービスの性質上、定期的な開催
は有効とは考えにくいため、義務規定から努力規定へ見直しをしてもら
いたい
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午後6時から午前8時まで認められている兼務要件の
全時間帯への適用

定期巡回・随時対応サービスでは、基準において18時から翌8時までの間において、以下の兼
務が認められている。

• 定期巡回・随時対応サービス事業所の同一敷地内の施設等の職員を、午後6時から午前8時
までの間においてオペレーターとして充てることができる（基準第3条の4第5項）

• 午後6時から午前8時までの間は、オペレーターは随時訪問サービスに従事することができる。
（基準第3条の4第7項）

様々な調査において、8時から18時まで(日中)に比べ18時から翌8時まで（夜間等）の方が 、随
時対応（随時コール）の件数が多く、且つオペレーターが他の業務と兼務している結果が示され
ており、全時間帯に兼務を認めた場合でも、利用者の処遇に支障が出ることは想定しにくい。

8時から18時 18時から翌8時

全体 4.7 9.1

地域展開 3.1 5.2

集合住宅 13.8 27.5

一人・一か月当たりの時間帯別延べコール件数（平均） 夜間のオペレーターの兼務状況（複数回答）

事業所内で随時訪問介護員を兼務 69.0%

併設（敷地内含む）他施設等の職員が兼務 21.5%

兼務していない 4.0%

集約しているためオペレーター無し 6.0%

平成27年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「定期巡回・随時対
応型訪問介護看護の実態と効率的なサービス提供のあり方に関する調査研究事業」（平
成28年3月）一般社団法人 24時間在宅ケア研究会

平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成25
年度調査）「集合住宅における定期巡回・随時対応サービスの提供状況
に関する調査研究事業」
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オペレーターの資格要件の緩和
（介護職員初任者研修修了者の配置を可能に）

定期巡回・随時対応サービスにおいて、随時対応サービス（オペレーション）は、「あらかじめ利
用者の心身の状況、その置かれている環境等を把握した上で、随時、利用者又はその家族等
からの通報を受け、通報内容等を基に相談援助を行う又は訪問介護員等の訪問若しくは看護
師等による対応の要否等を判断するサービス」とされている。

その上で、オペレーターは基準及び解釈通知において、資格要件が設けられている。

• オペレーターは看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士又は介護支援
専門員でなければならない。（解釈通知）

他の介護保険サービスにおいて、24時間を通して常時1名以上の介護福祉士等の有資格者の
配置を求めるサービスはなく、さらに、施設サービスでは夜間勤務1名体制であっても、介護職
員初任者研修修了者等の資格を有しない介護職員のみの配置でも認められている。

また、小規模多機能型居宅介護では、「介護福祉士や訪問介護員の資格等は必ずしも必要と
しないが、介護等に対する知識、経験を有する者であること原則とする」とされているが、定期
巡回・随時対応サービスと同様に「利用者の様態や希望に応じて、随時訪問」の提供が可能と
なっている。
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オペレーターの資格要件の緩和
（介護職員初任者研修修了者の配置を可能に）

定期巡回・随時対応サービスのオペレーターは、夜間等に限らず、日中においても訪問介護員
を兼務しているケースが多く、その訪問により利用者の心身の状況、その置かれている環境等
を把握していることが一般的である。

また、オペレーターの基準・兼務要件で要望することに関する調査では、日中の随時訪問介護
員の兼務に次いで、「ICT活用による資格要件の緩和」が挙げられている。
そこで、オペレーターの資格要件については、現行基準の「サービス提供責任者として3年以上
従事した者」の部分について「定期訪問やICT等を用いて利用者情報を十分に把握することが
出来る場合に限り、定期巡回サービスを行う訪問介護員等」へ基準を緩和した場合でもオペ
レーションの質は十分に確保できるものと考える。
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オペレーターの基準・兼務要件で要望すること（複数回答）日中のオペレーターの兼務状況（複数回答）

兼務なし 11.0%

訪問介護員を兼務 85.5%

訪問看護師を兼務 18.5%

夜間対応型訪問介護の職務を兼務 17.5%

平成27年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「定期巡
回・随時対応型訪問介護看護の実態と効率的なサービス提供のあり方に関
する調査研究事業」（平成28年3月）一般社団法人 24時間在宅ケア研究会



介護医療連携推進会議の努力規定化

地域密着型サービスの一類型である定期巡回・随時対応サービスは、小規模多機能型居宅介
護や認知症対応型共同生活介護における運営推進会議と同様に、以下の目的で介護医療連
携推進会議の設置を義務付けられている。

• 介護医療連携推進会議は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者、地
域の医療関係者、市町村職員、地域住民の代表者等に対し、提供しているサービス内容等
を明らかにすることにより、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図
ること及び当該会議において、地域における介護及び医療に関する課題について関係者が
情報共有を行い、介護と医療の連携を図ること（解釈通知）

定期巡回・随時対応サービスは、利用者の居宅でサービスが提供されるため、個人情報保護
の観点から開かれたサービスとすること自体が困難である（関係者以外に公表しづらい）。

次に、「サービスの質の確保」については、定期巡回・随時対応サービス事業所の計画作成責
任者がサービスを提供する日時及び具体的な内容を定めることができるとされているが、この
内容はケアマネジャーに対して、適宜報告し、緊密な連携を図ることとされており、この共同マ
ネジメントにより質の確保ができている。

さらに、ケアマネジャーが開催するサービス担当者会議も、サービス内容の評価、見直しを行う
事ができ、有効に機能している。
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介護医療連携推進会議の努力規定化

また、「地域における介護及び医療に関する課題の関係者との情報共有」については、前回の
報酬改定時に創設された総合マネジメント体制強化加算に関するQ&Aの中に次の３点が記載
されている。

1. 利用者の生活全般に着目し、日頃から主治の医師や看護師、その他の従業者といった多
様な主体との意思疎通を図ることが必要となり、通常の居宅サービスとは異なる「特有のコ
スト」 を有しているため、総合マネジメント体制強化加算により評価するものである。

2. 個別サービス計画の見直しは、多職種協働により行われるものであるが、その都度全ての
職種が関わらなければならないものではなく、 見直しの内容に応じて、適切に関係者がか
かわることで足りるものである。

3. 個別サービス計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレンスなどの会議の場
により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのかかわりを通じて行われることも少なく
ない。

このように、業務の一環として情報共有、連携が実施されていることとして評価されている。

介護医療連携推進会議の場を、利用者数の報告やサービスの説明等、定期巡回・随時対応
サービスの普及啓発の場としての意義を感じている事業所も多く存在する事から、介護医療連
携推進会議を努力規定とした場合でも、地域への周知等を行う上で、事業開設後一定期間は
実施されると想定できる。
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